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Ⅰ．インフルエンザの疫学

季節性インフルエンザは，A 型および B 型インフ
ルエンザウイルスの感染によって起こり，わが国の流
行は11～12月に始まり，１～２月にピークを迎え，春
に減少していくパターンを示す（図１）。毎年多くの
患者発生があり，さまざまな合併症により入院，時に
は死に至る。2018/19シーズンの報告では，累積推計
受診患者数は約1,200.5万人に上り，15歳未満は全体の
41％，入院サーベイランスにおける15歳未満の入院患
者は入院患者全体の25.7％，インフルエンザ脳症223
例中10歳未満は154例（69％）である。したがって小
児を取り巻く環境におけるインフルエンザ対策は極め
て重要である。

Ⅱ．インフルエンザは総合対策で

CDC はインフルエンザ対策キャンペーンとして
﹁Take�3�Actions�to�Fight�Flu﹂を提唱している（図２）1）。
その内容は以下の３つのポイントである。

①�ワクチン接種
②�感染を広げないための日々の感染対策
③�抗インフルエンザ薬の適切な使用
わが国でも，厚生労働省の﹁今冬のインフルエン

ザ総合対策について﹂や﹁インフルエンザ Q&A﹂，﹁保
育所における感染症対策ガイドライン﹂の中で同様
の対策について啓発している。インフルエンザ対策
の個々の方策は，単独で確実なものはなく，インフ
ルエンザのハイリスク者となる小児の周辺では，こ
れらのガイドラインに沿って﹁インフルエンザを持
ち込まない，広げない﹂とする総合的な対策が求め
られる。

Ⅲ．インフルエンザワクチン接種が最も重要

予防接種は，インフルエンザ対策の最も基本的な予
防法である。ただし，インフルエンザを100％予防で
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図１　インフルエンザ過去10年間との比較グラフ（10/23更新）
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図２　CDC�Says“Take�3�Actions�to�Fight�Flu”
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きるものではなく，また，インフルエンザウイルスの
毎年の抗原変異やワクチン製造過程における抗原性変
化の影響により，シーズンごとに効果が変動する可能
性もある。厚生労働省の﹁インフルエンザ Q&A﹂で
は，インフルエンザワクチンの最も大きな効果は﹁重
症化﹂を予防することであり，国内の研究では，65歳
以上の高齢者福祉施設に入所している高齢者について
は34～55％の発病を阻止し，82％の死亡を阻止する効
果があったとされている。また，６歳未満の小児を対
象とした2015/16シーズンの研究では発病防止に対す
るインフルエンザワクチンの有効率は60％と報告され
ている2）。新庄らは，インフルエンザ迅速診断キット
を用いた test︲negative�design による研究で，小児に
おける発病防止効果は26～63％としている3）。

国内のインフルエンザワクチンは，A 型の２つの
亜型（A/H３N２，A/H１N１）と B 型の２つの系統（山
形系統とビクトリア系統）の株が含まれた４価の不活
化ワクチンであるが，今シーズンは，昨シーズンから
A 型亜型の２株が変更されている。

インフルエンザワクチン接種が特に推奨されるの
は，インフルエンザ関連合併症のハイリスク者（高齢
者，基礎疾患をもつ患者，乳幼児等）自身だけでなく，
ハイリスク者と接する家族や保健医療従事者である。
日本環境感染学会の﹁医療関係者のためのワクチンガ
イドライン第２版﹂4）や日本小児保健協会の﹁医療・
福祉・保育・教育に関わる実習学生のための予防接種

の考え方（第１版）﹂5）もその基本方針に沿ってイン
フルエンザワクチン接種を推奨している。

Ⅳ．日常の感染対策

インフルエンザに限らず，日常の感染対策は，小児
を取り巻く人々にとって基本的な取り組み事項である
が，小児自身にも習慣をつけていくことが大切である。
CDC の HP に挙げられた項目を表にまとめた6）。

インフルエンザ感染時は，症状が出る１日前から，
発症後約１週間程度までウイルス排泄があり，診断が
ついたときには既に感染伝播が起きていることも多
い。また，潜伏期は１～４日と短く，短期間に感染が
広がる要因となっている。体調不良のときは迅速に対
応できるように申し合わせておくこと，いつ起こるか
わからない病原体の暴露を最小限に防ぐことができる
日々の感染対策を実践することが重要である。
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表　Take� everyday� preventive� actions�to� stop� the�
spread�of�germs.（CDC）

① 患者との接触を避ける
② 体調不良時は，ほかの人との接触を最小限にする
③ インフルエンザ様疾患のときは，少なくとも解熱後24時

間は家庭で過ごす（受診等の必要時以外）（わが国では学
校保健安全法により登校停止期間が決められている）

④ 咳やくしゃみのときは，鼻と口を覆う
ティッシュ使用後はごみ箱に捨てて，手洗いをする

⑤ 石鹸と流水で，よく手を洗う。なければ，アルコール手指衛生
⑥ 病原体が広がる経路となる眼・鼻・口には触らない
⑦ 環境表面を清潔にする
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